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建設業振興施策に関するフォローアップ調査

１ 調査目的

平成１４年度から実施してきた建設業経営体質強化対策事業実施後の建設業界にお

ける取組状況を把握し、事業効果の検証、優良取組事例の発掘や支援策などの要望を

吸い上げ、平成２０年度以降の計画策定に反映させる基礎資料とする。

２ 調査内容及び調査対象

「経営体質強化策への取組み」及び「建設業の振興施策 「建設業者の今後の経」、

営方針と課題 「行政に対する意見・要望」について、平成14年度以降に経営体質」、

強化対策事業を利用した業者に加え、地域、格付別に無作為抽出した一般土木資格業

者を対象としてアンケート調査を実施した。

３ 回答者数及び回答率

平成19年7月に対象業者1,324社に調査票を送付し、期限(8月)までに計717社

から回答があった。

業 者 数 一般土木資格業者 合 計経営体質強化対策事業利用者

823 501 1,324調査依頼業者数

461 256 717回 答 者 数

56.0％ 51.1％ 54.2％回 答 率
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１ 経営体質強化策への取組について

【設問１】
業務改善や経営計画策定（改訂）などの経営体質強化策に取り組んでいますか？
（選択回答）

【回答】
（→強化対策事業利用者と一般

）土木業者の計717社の回答

【設問２】
設問１で①又は②と回答した方にお聞きします。それはどのような取り組みか、具体的に記

入して下さい （記述回答）。

【回答（記述回答の主旨 】）

（経営体質強化対策の取り組み状況）
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回答 回答数 回答率

①既に取り組んでいる 217 30.3%

②検討中 141 19.7%
③今後検討する 225 31.4%

④特に取り組んでいない 129 18.0%

計 712 99.3%

1 中・長期の経営計画を策定 27 9.2%

2 経営コンサルタント等の導入 6 2.0%

3 ＩＳＯ等の取得 10 3.4%

4 組織合理化、合併、社員や経費の削減 98 33.4%

5 新技術の開発、新分野への進出 69 23.5%

6 ＩＴ化の推進、情報収集 19 6.5%

7 財務体質の改善等 24 8.2%

8 生産効率化、技術強化 12 4.1%

9 民間工事への進出 5 1.7%

10 その他 23 7.8%

計 293 100.0%

　経営体質強化策の具体策 回答数



9

【設問３】
設問１で①又は②と回答した方にお聞きします。すでに取り組んでいる又は検討中の経営体

質強化対策について、行政からどのような支援があれば、より効果があると考えますか。
（記述回答）

【回答（記述回答の主旨 】）

【設問４】
設問１で③又は④と回答した方にお聞きします。まだ取り組んでいない理由は何ですか
（選択回答・複数回答可）

【回答】

回答 回答数 回答率 回答社数 回答社率

①必要がない 21 6.1%

②取り組み方がよくわからない 77 22.4%

③人材不足 97 28.2%

④資金不足 45 13.1%

⑤新たな取り組みはリスクが大きい 127 36.9%

⑥取り組んでいる余裕（時間）がない 90 26.2%

⑦その他 21 6.1%

計 344 97.2%

（まだ取り組んでいない理由）
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回答数

1 融資制度や税金の優遇など資金面での支援 68 31.1%

2 工事の早期発注 2 0.9%

3 新分野への進出、新技術の開発支援 12 5.5%

4 公共事業の増 15 6.8%

5 入札制度や、経営事項審査の改善 23 10.5%

6 官民相互の理解 4 1.8%

7 業界指導、講習会や事例紹介などの情報提供 60 27.4%

8 自助努力 17 7.8%

9 その他 18 8.2%

合計 219 100.0%

経営体質強化対策に効果的な行政支援 回答数
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２ 建設業の振興施策について

【設問５】
道内建設業の振興について、道が重点的に取り組むべき対策はなんだと思いますか？
（選択回答・複数回答可）

【回答】
回答 回答数 回答率 回答社数 回答社率

①経営の専門家派遣 49 7.0%

②経営者、役員を対象とした研修会 139 19.7%

③技術者を対象とした研修会 154 21.8%

④経理担当者を対象とした研修会 67 9.5%

⑤地域レベルでの専門者（指導員）の養成 100 14.2%

⑥合併、企業連携のための支援 127 18.0%
⑦新分野進出、経営多角化の支援 218 30.9%

⑧新技術開発、ＩＴ化の支援 105 14.9%

⑨新技術、新分野進出等への情報提供 217 30.8%

⑩施工管理、コスト縮減の情報提供 326 46.2%

⑪特にない 29 4.1%

⑫その他 45 6.4%

計 705 98.3%

（道が重点的に取り組むべき対策）

49

139 154

67
100

127

218

105

217

326

29 45

7.0% 19.7% 21.8% 9.5% 14.2% 18.0% 30.9% 14.9% 30.8% 46.2% 4.1% 6.4%
0

50

100

150

200

250

300

350

①経営の

専門家

派遣

②経営者、

役員を

対象とした

研修会

③技術者を

対象とした

研修会

④経理担当

者を対象と

した研修会

⑤地域レベル

での専門者

（指導員）

の養成

⑥合併、企業

連携のため

の支援

⑦新分野

進出、経営

多角化の

支援

⑧新技術開発、

ＩＴ化の支援

⑨新技術、

新分野進出

等への

情報提供

⑩施工管理、

コスト縮減の

情報提供

⑪特にない ⑫その他

回答数



11

３ 建設業者の今後の経営方針と課題について

【設問６】
貴社の今後の事業展開をどのようにお考えですか？
（選択回答・複数回答可）

【回答】

【設問７】
貴社の経営課題は何だとお考えですか？
（選択回答・複数回答可）

【回答】

回答 回答数 回答率 回答社数 回答社率

①単独で本業維持・拡充 425 60.6%

②合併・企業連携で本業の維持・拡充 145 20.7%

③建設業関連分野への新規展開 149 21.3%

④建設業以外の新分野進出 154 22.0%

⑤未定・特に定めていない 79 11.3%

⑥その他 9 1.3%

計 701 97.8%

（貴社の今後の事業展開）
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回答 回答数 回答率 回答社数 回答社率

①技術力 172 24.5%

②財務内容 204 29.1%

③人材育成 372 53.0%

④営業力 350 49.9%

⑤企業連携・合併（同業他社） 86 12.3%

⑥企業連携・合併（異業種） 36 5.1%

⑦資金調達 83 11.8%

⑧企画・提案力 241 34.3%

⑨ＩＴ化・情報化推進 71 10.1%

⑩特にない 21 3.0%

⑪その他 16 2.3%

計 702 97.9%

（貴社の経営課題）

172
204

372 350

86
36

83

241

71
21 1624 .5% 29 .1% 53.0 % 49.9 % 12.3% 5.1% 11.8 % 34.3 % 10 .1%
3 .0% 2.3 %0

50
100
150
200
250
300
350
400

①技術力 ②財務内容 ③人材育成 ④営業力 ⑤企業連携

・合併

（同業他社）

⑥企業連携

・合併

（異業種）

⑦資金調達 ⑧企画・

提案力

⑨ＩＴ化・

情報化推進

⑩特にない ⑪その他

回答数



12

４ 行政に対する意見・要望について

【設問８】
建設業の経営体質強化対策上必要な行政の支援は何ですか？
（選択回答・複数回答可）

【回答】

【設問９】
建設業の振興に関することのほか、道に対する意見等をご自由に記入して下さい
（記述回答）

【回答（記述回答の主旨 】）

回答 回答数 回答率 回答社数 回答社率

①経営戦略構築の情報提供 213 30.3%

②人材育成策の強化 209 29.8%

③融資制度の拡充 199 28.3%

④研究開発・技術力強化への支援・指導 151 21.5%

⑤企業合併等の支援策拡充 116 16.5%

⑥情報化、ＩＴ化の支援・指導 108 15.4%

⑦行政側の情報化対応（ＣＡＬＳ／ＥＣの取り組み） 60 8.5%

⑧入札参加資格審査の技術・社会点見直し 314 44.7%

⑨特にない 31 4.4%

⑩その他 33 4.7%

計 702 97.9%

（必要な行政支援）
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1 地域・中小業者に対する優遇策、地域の景気回復 32 20.6%

2 入札制度の見直し 33 21.3%

3 経営効率や適期施工の観点からの早期発注 7 4.5%

4 官と民の関係改善 14 9.0%

5 支援施策等の情報提供 5 3.2%

6 経営事項審査の見直しほか 5 3.2%

7 補助金・助成金・融資等の資金面での援助 5 3.2%

8 公共工事の発注増 20 12.9%

9 新分野・新技術に対する支援の拡大 6 3.9%

10 行政の支援より自助努力が必要 3 1.9%

11 企業合併の推進 3 1.9%

12 その他 22 14.2%

合計 155 100.0%

その他道に対する意見・要望 回答数


